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特集 ネット広告と消費者トラブル

個々の消費者に直接届くインターネット上に
掲載された広告（ネット広告）は事業者にとって
重要です。消費者がネット広告をクリックや
タップをすれば通販サイトに遷移し、商品や役
務を申し込む確率を上げるからですが、消費者
にとってはトラブルの端

たん

緒
しょ

にもなり得ます。

いくつかの法令には「広告」という文言を使う
規定がありますが、広告の定義を一般的統一的
に定める規定はありません。

消費者契約法の「勧誘」に広告が該当するかも
一律の判断ではなく＊1、具体的な事案ごとに判
断することになります。本稿ではインターネッ
ト通販におけるネット広告と具体的な法律の関
わりについて触れます。

（1）	通信販売の広告
ネット通販を利用する消費者はネット広告か

ら販売業者等のサイトを訪問することも多く、
定期購入契約のトラブルの多数はネット広告が
端緒であることが報告されています。こうした
ネット通販は特定商取引法（以下、特商法）の規

はじめに

ネット広告と法律

商品販売・役務提供の	 	
条件について	 	
─ 特定商取引に関する法律

制を受けることから、まずは特商法の規制につ
いて見ていきましょう。
ア. 表示すべき内容

販売業者または役務提供事業者（販売業者等）
が通信販売の広告を行うときは、原則、次の表
示が求められます。

①販売価格・送料の金額 ②代金支払時期・方法 
③引渡時期 ④返品特約（11 条一号～四号、規
則9条） ⑤販売業者の氏名（名称）・住所・電話番
号 ⑥法人の場合は通販業務責任者の氏名 ⑦申
込みの有効期限 ⑧代金送料以外の費用 ⑨商品
の種類・品質に関する契約不適合の責任＊２ ⑩定
期購入契約の内容 ⑪数量制限その他特別な販
売条件 ⑫通信販売電子メール広告をする場合
は電子メールアドレス（11条五号、規則8条）

イ. 表示方法（規則9条三号）
返品特約は、顧客にとって見やすい箇所にお

いて明瞭に判読できる表示（容易に認識できる
表示）が求められます。
（2）	定期購入契約と特商法の規律

昨今の消費者トラブルの象徴的類型であり、
2017年12月に法的手当がなされました。
ア.	�当初より期間の定めのない売買契約（解約

申入がない限り契約が継続）の場合
①販売価格や②特別な販売条件（契約期間等）

の表示（11条、規則9条一、二号）が課題です。期
間の定めがないため、代金の総額や期間を正確
に表示できません。半年分や1年分などの購入
価格を目安として表示する必要はあります。な
お、消費者には目安である旨を示して容易に認
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＊1	� 消費者契約法逐条解説（消費者庁）。最高裁平成29年1月24日判決について触れられている。	  
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/pdf/annotation_190228_0004.pdf

＊2	� 瑕疵担保責任に関する民法改正にあわせた。

長田 敦  Osada Atsushi  弁護士
第一東京弁護士会。国民生活センターの消費生活相談員向け
専門・事例講座（主に情報通信サービス関係）などの講師も担当

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/pdf/annotation_190228_0004.pdf
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識できるよう表示することが望ましいです＊3。
イ. �期間の定めはあるも消費者から解約通知し

ない限り自動更新される場合（規則8条七号）
自動更新により、消費者は契約を2回以上継

続して締結することになります。販売業者等は、
売買契約を2回以上継続して締結する必要があ
る旨および金額（支払総額）、契約期間その他の
販売条件を表示する必要があります。
ウ. 表示方法

定期購入契約の申し込みは消費者がそれと意
図していないことが多く「顧客の意に反して通
信販売に係

かか

る売買契約又
また

は役務提供契約の申込
みをさせようとする行為」（14 条 1 項二号、規
則16条）と結び付いています。そこで広告・表
示規制とは別に、申込み画面で定期購入契約の
主内容のすべてが表示され、容易に訂正する機
会を与えることを求めています＊4。
（3）	表示の省略（規則10条）

特商法は限定的ながら表示の省略を認めてい
ますが、申し込みの有効期限、定期購入契約に
関する記載事項、特別な販売条件、返品特約の
内容、目的物の契約不適合責任を負わない旨の
記載などは省略が一切認められていません。
（4）	禁止される表示（12条、規則11条）

①誇大広告（著しく事実に相違する表示）
②優良誤認（実際のものよりも著しく優良）
①②が禁止される表示は、性能、権利もしく

は役務の内容（後述の景表法 5 条一号と重複）、
返品特約（通販に特有）に関する事項です。
（5）	違反の効果

民事効や罰則の定めはありませんが、違反し
た販売業者等に対し、主務大臣が必要な措置を
とるべき指示や業務の停止を命じることができ
ます（14 条、15 条）。また、通販にありがちな

所在不明業者についても指示・命令を公示送達
できます（66条の3、66条の5）。

（1）	禁止される表示と違反の効果
ネット通販の関係では、①優良誤認 ②有利

誤認の禁止に注意が必要です（5条）。
違反の民事効はありませんが、措置命令や課

徴金の納付命令の対象となります（7条、8条）。
（2）	広告媒体

①景表法は「自己の供給する」として（5 条柱
書）販売者規制にとどまり、単なる広告媒体は
表示が規制される主体になりません。

②広告媒体には口コミサイト等も含みますが、
商品・サービスを提供する事業者等が自ら書き込
みを行う事例もあり、社会問題となりました。

そこで販売業者等が実質的な表示主体として
とらえられる場合に対する適用可能性と留意点
がまとめられました＊5。
（3）	打消し表示の明瞭性

広告で、例えば「※効果には個人差があります」
などと、強調表示だけでは認識できない例外や制
約条件等を表示するものは「打消し表示」＊6とい
われます。ネット広告では、消費者は、自分の関
心のある情報や目立つ表示だけを拾い読みする傾
向があり、事業者も訴求効果を重視して断定的表
現や目立つ表現などを用いて、品質等の内容や価
格等の取引条件を強調する表示が目立つとされ＊7、
表示のあり方を考える際に留意すべき点です。

食品表示に関する規制そのものはネット通販

不当景品類及び		
不当表示防止法（景表法）

「健康」をうたう商品等の	
通信販売と法

＊3	� 通信販売(いわゆる定期購入契約)Q&A(2017年12月20日)（消費者庁）
＊4	� インターネット通販における「意に反して契約の申込みをさせようとする行為」に係るガイドライン（消費者庁）　
＊5	� インターネット消費者取引に係る広告表示に関する景品表示法上の問題点及び留意事項（消費者庁）
＊6	� 本号（38〜41ページ）「誌上法学講座」　http://www.kokusen.go.jp/wko/pdf/wko-202007_16.pdf
＊7	� 2017年7月14日 打消し表示に関する実態調査報告書（消費者庁）	  

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180921_0001.pdf	  
2018年6月7日 広告表示に接する消費者の視線に関する実態調査報告書（消費者庁）	 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0002.pdf

http://www.kokusen.go.jp/wko/pdf/wko-202007_16.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180921_0001.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/fair_labeling/pdf/fair_labeling_180607_0002.pdf
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（1）	特定電子メール法
営利事業者が自己または他人の営業につき広

告または宣伝を行うために送信をする電子メー
ルは原則として禁止されています（3 条 1 項）。
送信について消費者から同意を取得した場合に
は送信可能ですが、同意記録を保存する義務が
あります（3条2項）。
（2）	特定商取引法

通信販売における販売業者等による電子メー
ル広告は、原則として禁止されています。消費
者の「承諾」があれば送信できますが、承諾記録
の保存義務があります（12条の3）。
（3）	デフォルト・オン

「同意」「承諾」につき、サイト上のチェック
ボックスに「レ」点があらかじめ入っており、
チェックを外さないと同意の扱いとなる手法で
す。消費者側の意思が明確に表示される点では
デフォルト・オフのほうが好ましいですが、2
つのガイドラインがあり＊11, 12、デフォルト・オン
が許容される場合を示しています（画面例付）。

チェックボックスを容易に認識できること、
文字の大きさ・色で区別、一括解除の機能、な
どの方法が定められています。

フリマアプリ等により、出品する一般市民で
も「販売業者等」に該当し、特商法等の表示規制
を受ける場合があります＊13。他方、SNSのメッ
セージ機能は「電子メール」ではなく、特商法の
メール広告規制が及ばない問題があります（特
商法12条の3第1項、規則11条の2）＊14。

メールによる広告と法

課題

に特有ではなく情報量も非常に多いので、本稿
では次の2つに絞って触れます。
（1）	健康増進法

①食品として販売に供する物に関して広告等
の表示をする者は、その食品につき、消費者が適
切な理解・適正な利用ができるよう、客観的で正
確な情報の伝達に努める責務があります＊8。

②食品に関して「健康保持増進効果等」につい
て、著しく事実に相違する表示をし、または著
しく人を誤認させるような表示は「何人も」禁止
されています（65条）。

③表示の主体は製造・販売業者ですが、広告媒
体も掲載内容が同法違反と認識・容易に予見可
能な場合は含まれ適用対象になり得ます＊9。

④健康食品の広告では「体験談」を用いる事例
が多くありますが、内容により同法違反になる
ことは留意事項＊10 で示されています。
（2）	�医薬品、医療機器等の品質、有効性及び

安全性の確保等に関する法律（薬機法）
①食品や機器に関して医学的効能をうたうか

の表現を用いる広告が散見されます。
未承認・未認証の医薬品、医療機器、再生医

療等製品は「名称」「製造方法」「効能」「効果」「性
能」に関する広告は「何人も」禁止されており

（68 条）、違反ネット広告は中止命令の対象で
あり（72 条の 5、プロバイダにも送信防止措置
要請が可能）、また刑事罰があります（85条）。

②仮に医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機
器、再生医療等製品であっても、「名称」「製造
方法」「効能」「効果」「性能」につき虚偽または誇
大な記事を広告、記述することは「何人も」禁止
されています（66条）。

＊8	� 食品として販売に供する物に関して行う健康保持増進効果等に関する虚偽誇大広告等の禁止及び広告等適正化のための監視指導等に関する指針
（ガイドライン）(令和2年4月1日一部改正消表対第431号)（消費者庁）	  
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/pdf/foods_extravagant_gl.pdf

＊9	� 前注8に係る「留意事項」（同第433号）（消費者庁）	  
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/pdf/extravagant_advertisement_200331_0005.pdf

＊10	� 2020年3月31日 健康食品に関する景品表示法及び健康増進法上の留意事項について（消費者庁）
＊11	� 特定電子メールの送信等に関するガイドライン（総務省、消費者庁）
＊12	� 電子メール広告をすることの承諾・請求の取得等に係る「容易に認識できるよう表示していないこと」に係るガイドライン（消費者庁）　
＊13	� インターネット・オークションにおける「販売業者」に係るガイドライン（消費者庁）　https://www.no-trouble.caa.go.jp/pdf/20200331ra01.pdf
＊14	� 特定顧客の要件とは異なる（法12条の3、規則11条の3）。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/pdf/foods_extravagant_gl.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/representation/extravagant_advertisement/pdf/extravagant_advertisement_200331_0005.pdf
https://www.no-trouble.caa.go.jp/pdf/20200331ra01.pdf

